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介護報酬倣定後の動向（概要版）  

平成19年3月   



Ⅰ 介護保険制度の実施状況  

1 第1号被保険者数の推移 （「介護報酬改定後の動向」2ページ参照）  

○ 第1号被保険者数は、平成12年4月末の2，165万人から、平成18年12月   
末には2，648万人に増加しており、毎年ほぼ3％の伸びで増加している。  

2 要介護認定者数の推移 （「介護報酬改定後の動向」3ページ参照）  

○ 要介護認定者数は、年々増加し、制度発足時の218万人から、直近では440万人   
まで増加している。  

○ 要介護状態別に見た場合、要介護1と要支援の伸びが著しい。  
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※経過的要介喜隻  

改正法施行時（平成18年4月）において、要支援認定を受けており、新要介護認定（更新認定等）   
を行っ■■こいない者。  
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3 サービス受給者数の推移 （「介護報酬改定後の動向」4ページ参照）  

○ サービス受給者は、全体では年々増加し、制度発足時の149万人から、直近では   
354万人まで増加している。  

また、構成比をみると、約3／4が居宅サービス（※）受給者で占められている。  

※ 居宅サービス、地域密着型サービスには、介護予防サービスを含む。以下同じ。  

サービス受給者数の推移  

（出典：介護保険事業状況報告）  

4 保険給付額の推移 （「介護報酬改定後の動向」5ページ参照）  

0 1月当たり保険給付額は、年々増加し、制度発足時の2，201億円力＼ら、直近で   
は、5，033億円まで増加している。  

また、その構成比をみると、制度発足時には、施設サービスが居宅サービスを上回   
っていたが、平成18年4月から、居宅サービスが施設サービスを上回っている。  

介護給付費の推移  

平成12年4月  平成15年4月  平成18年4月  平成18年10月   

居宅サービス   618億円  1．825億円  て十2・144億円  2，330億円   

地域密書聖サービス  う283億円   331億円   

施設サービス   1，571億円  2．140億円  ∠．1．985億円  2，115億円   
高額介護サービスF   12億円   26億円   66億円   76思円   

特定入所者介護サービス十  172億円   181億円   

計   2．201億円  3．991億円  4．650億円  5，033億円   

（注）12年4月の高額介護サービス章については、12年度の給付費を11で除した額を計上。  

（出典：介護保険事業状況報告）  
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Ⅱ 居宅サービスの動向  

A．訪問介護（介護予防含む）（「介護報酬改定後の動向」7ページ参照）  

【受給者数及び費用額等】  

な 

でいい。以下同じ。  
【参考】報酬改定の概要  

○ 予防給付の介護予防訪問介護については、月単位の定額報酬を設定。    ○ 介護給付の訪問介護については、生活援助の長時間利用について適正化。  

【加算等】（介護給付のみ）  

特定事業所加算  

○ 特定事業所加算の算定割合は徐々に増加傾向にある。  
「－‾、‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾■‾‾‾‾‾‾‾－‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－一‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－‾－‾‾‾‾‾－‾‾－－‾‾‾‾‾－一一‾‾‾‾‾－－‾‾‾‾‾－－－‾‾‾‾－－－‾‾‾   

【参考】報酬改定の概要  

サービスの質の高い事業所を積極的に評価する観点から、人材の質の確保やヘル  

パー・－の活動環境の整備、中重度者への対応などを行っている事業所について加算を  

導入。  

■  

ーー一手－－－  ÷  

≡ ≡  

＊介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）を特別集計したもの  

特定事業所加薄（Ⅰ）  特定事業所加算（Ⅱ）  指定事業所加算（Ⅲ）   

〈体制要件、人材要件、重度対応要件の  〈体制要件、人材要件に適合する‡易合〉  く体制要件、重度対応要件に適合する場合〉  

いずれにも適合する場合〉  

基本単位数の20％を加算  

基本単位数の10％を加算  基本単位数の川％を加算   
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B．訪問リハビリテーション（介護予防含む）   

（「介護報酬改定後の動向」13ページ参照）  

【受給者数及び費用額等】  

【参考】報酬改定の概要  

訪問リハビリテーションについては、在宅復帰・在宅生活支援の観点から短期・  

集中的なサービスの提供を評価。  

【加算等】  

リハビリテーションマネジメント加算  

○ 介護サービスにおける算定割合は、81．4％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

多職種が協働して、個別のリハビリテーション実施計画を策定する等の一連のプ  

ロセスを実施した場合の加算を導入。  

短期集中リハビリテーション実施加算  

○ 介護サービスにおける算定割合は、7．4％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

個別かつ短期集中的なリハビリテーションを実施した場合の加算を導入。  

注）算定割合は、各施設のサービス白敷に対するリハビリテーションマネジメントサービス日数の割合である。  

＊介護給付▼実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  

●－・・・・・・   ≡＝         ◆  ： －■、 ・  ．  ．  ．                                                                          亡≡                                                                                                  ■1■－                     ■r       ・・        －  
注）汐定割舎は、筈占苓；号のサーヒス日吉1にi可する短軸実車リハビリテーション芳腐勺〕発声定日勧のJ貪である．  

・介減給り翠圭態．ヨ査：・li成18年饉各月サーヒフ㌘供∬）  
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C．適所サービス（介護予防含む）   
（「プ1・護報酬改定後の動向」16ページ参照）  

（介護予防適所介護、適所介護）  

【受給者数及び費用額等】  

＿    （平成17年10月介護報酬改定の影響がある平成18年4～9月平均は、△5．1％。）  
【参考】報酬改定の概要   

：○ 予防給付については、月単位の定額報酬を設定。   

ミ○ 介護給付については、一定時間高齢者を預かり家族の負担の軽減を図る機能も有  
していること等を踏まえ、従来の時間単位の体系を維持しつつ、機能に応じた評価。  

1 . 

（介護予防適所リハビリテーション、適所t」ハビt」テーション）  

【受給者数及び費用額等】  

（平成17年10月介護報酬改定の影響がある平成18年4～9月平均は、△5．8％。）  
【参考】報酬改定の概要   

；○ 予防給付については、月単位の定額報酬を設定。   

●星○ 介護給付については、一定時間高齢者を預かり家族の負担の軽減を図る機能も有  
していること等を踏まえ、従来の時間単位の体系を維持しつつ、機能に応じた評価。  

（介護予防適所介護・介護予防適所リハビリテーション共通）  

【加算等】  

選択的サ・・－ビス   

○ 運動器機能向上加算  

介護予防適所介護における算定割合は、44％（平成18年11月）。  

介護予防適所リハビリテーションにおける算定割合は、72％（平成18年11月）。   

○ 栄養改善加算  

介護予防適所介護における算定割合は、0．3％（平成18年11月）。  

介護予防適所リハビリテーションにおける算定割合は、0．6％（平成18年11月）。   

○ 口腔機能向上加算  

介護予防適所介護における算定割合は、4．3％（平成18年11月）。  

介護予防適所t」ハビリテーションにおける算定割合は、2．7％（平成18年11月）。  
「－－‾▼ ‾‾‾ ‾‾－‾‾‾‾‾、‾‾ ‾‾‾ ‾ ‾‾▼‾‾‾‾‾‾ ‾▲‾ ‾ ‾ ‾ ‾▼ ‾ 一‾ ■ ‾‾ ‾ ‾ ▼ ▲‾‾‾‾‾－‾ －‾ ‾‾‾－‾－－■‾‾▼‾ ‾‾ ‾▲‾ ‾‾ ▼－‾‾ ‾‾ ‾‾▼‾‾▲‾ ▼、▲‾ ‾ ▲‾‾‾‾‾‾ ‾‾‾‾－■▲‾‾ ‾ ‾‾‾‾ ‾ ‾ ‾‾‾ ‾   

【参考】報酬改定の概要  

ブ†護予防の観点から積極的な役割が期待される介護予防適所系サービスについて  

は、運動器機能向上、栄養改善、口腔機能向上の選択的サービスを導入。  
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圧私  

注）算定割呂lよ各事業所のサービス件捌こ対する各力酎年数の副陰であ乱  

＊介護矧僻局査（平成18年度各月サービス提供分）  

5主節霊園ま各事業所のヴュヒスl嘲こ対する各机葬の件数の副呂であ急  

哺劉備髄（平成1離  

－6－   



（適所介護・適所t」ハビリテーション共通）  

【加算等】  

栄養マネジメント加算  

○ 適所介護における算定割合は、0．08％（平成18年11月）。  

○ 適所リハビリテーションにおける算定割合は、0．23％（平成18年11月）。  
－ － ■ ● ■ 一一 ■ 一 一 － － － － － － 一 － －－ 一 一 －－ － － －－ － －、－一 一 － － － 一一 － － － － － －－ －－ － － 一 一 一 － －－ － 一一 一 一－ － － 一 一一一一 － 一 一 － －－一 一 － 一 一 －－ － － － － －－ ▲ ‾ ‾ － － －一 一 － － － － 一 一‾ － － － －－ －▲－ ‾ ‾‾ ‾ － ▲－ ‾ ‾   

【参考】報酬改定の概要  

栄養ケア計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施に係る一連のプロセ  

スを評価した加算を創設。  

口腔機能向上加算  

○ 適所介護における算定割合は、1．45％（平成18年11月）。  

○ 適所t．．ノハビリテーションにおける算定割合は、0．93％（平成18年11月）。  
－－■■一一－■－■一一－－－－－－－一一－一一－ －－－－－－－－－－－－－－－一－ －－－－一－－－－－－－－ －－－－－－－－ －－一一－－－－一一 一－ －一 －－－－－－－－－－－－‾‾－－－－－－－－－－－‾－－－－－‾‾－－‾‾‾‾ ‾‾‾‾   

【参考】報酬改定の概要  

⊂：】腔機能改善のための計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施に係る  

一連のプロセスを実施した場合の加算を創設。  

適所介護＋適所リハビ」テーショニ〃功【剛語琵吐合  
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＊ブ葡萄言付詩棄還局匡（平成1紳妻各月サービス提供分）  
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（適所介護）  

【事業所数及び請求単位数】  

療養適所介護  

○請求事業所数は、34事業所（平成18年11月）。  

○請求単位数は、1，030干単位（平成18年11月）。  
－■→－－－－－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－一一－－一一一－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－一－－－－－一一－－－‾‾‾‾‾－‾‾‾   

【参考】報酬改定の概要  

難病やがん末期の要介護者など、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ在宅の中重  

度者等の適所ニーズに対応する観点から、医療機関や訪問看護サービス等との連携  

体制や安全かつ適切なサービス提供のための体制を強化した適所サービスの提供に  

ついて、報酬上の評価を創設。  

※介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  
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（適所リハビリテーション）  

【加算等】  

リハビリテーションマネジメント加算  

○ 算定割合は、75．1％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

多職種が協働して、個別のリハビリテーション実施計画を策定する等の一連のプ  

ロセスを実施した場合の加算を導入。  

短期集中リハビリテーション実施加算  

○ 算定割合は、41．5％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

個別かつ短期集中的なリハビリテーションを実施した場合の加算を導入。  

＼ビリ閏隔M語乃  ＼ピノテ・ 」話匪遡に対薪誘翫害挺  

●●・  

■・ ；・・ ・・ ‥・・ ・  
；，・  

；；；；．。．．      ；●●  ■● 鞘  端；・．！■・■・・・・■・・・・・■ 一：‥‥；●  
結  

－◆－リノビl万一如ソマ村メソ柏［算  ＋朱頭簾中」ハピノテーシヨ：ノ棄  

5丑舞ま霊園ま酢恒麒凋［誇乃封書蹟であ急  
＊ブ罵鮒磯髄j掃射聯卜セフ沼籍丑  
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D．特定施設入居者生活介護（介護予防含む）  

（「介護報酬改定後の動向」28ページ参照）  

【受給者数及び費用額等】  

【参考】報酬改定の概要  

軽度者と重度者の報酬水準のバランスを見直し。  

【加算等】（介護給付のみ）  

夜間看護体制加算  

○ 算定割合は、59．6％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

医療ニーズヘの対応の観点から、夜間における看護体制について、一定の要件を  

満たすものについて、加算を創設。  

＊介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  
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E．福祉用異貸与（介護予防含む）  

（「介護報酬改定後の動向」31ページ参照）  

【受給者数及び費用額等】  
‾一∫ 

三‡チ三さ‡≡‾ 
【参考】報酬改定の概要  

・・認知症老人排個感知機器  ・日常的に起き上がりが困難な者  

“移動用リフト  ・日常的に寝返りが困難な者  

（注）「起き上がり」「寝返り」等の判断については、  

要介護認定データ等を活用して客観的に判断。  

＿  

注） 改正前とは平成17年11月サービス提供分、改正後とは平成18年11月サービス提供分である。  

55イ意円（34＿6％ト／   

空タ｝一一‾′▲43億円  
全体‥128億円ノ′ノ′   

n  20  40  60  80  100  120  140   
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F．介護予防支援・居宅介護支援   

（「介護報酬改定後の動向」35ページ参照）  

【受給者数及び費用額等】  

【参考】幸朗州改定の概要  

。  

○ 予防給付の介護予防支援については給付管理業務の簡素化等を踏まえた報酬を     設定  

○ 介護給付の居宅介護支援については、プロセスに応じた評価等の観点から見直し。  

【加算等】  

初回加算  

○ 算定割合は5％前後でほぼ横ばい。   

【参考】報酬改定の概要  

○ 介護予防支援については、新規に介護予防サービス計画を作成した場合の介護  

予防支援費に加算を導入。  

○ 居宅介護支援については、初回（新規に居宅サービス計画を策定した場合及び  

要介護状態区分の2段階以上の変更認定を受けた場合）の居宅介護支援費に加算  

を導入。  

特定事業所加算（介護給付のみ）  

○ 算定割合は、0．09％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

中重度者や支援困難ケースヘの積極的な対応を行うほか、専門性の高い人材を確  

保し、質の高いケアマネジメントを実施している等の要件を満たした場合の加算を  

導入。  

注）算定割合は、r「譲予防支援・居宅介護支援の算定件数に対する加算の算定件数の割含である。  
＊∩≡隻紹何章実態書局査し平成18年度各月サービス提供分）  
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Ⅲ 施設サービスの動向（「介護報酬改定後の動向」38～44ページ参照）   

介護保険施設全般   

妻 ○受給者数対前年同月比増加率が（平成18年4～11月）平均4．6％で推移。  

【参考】報酬改定の概要  

平成17年度介護報酬改定における答申を踏まえ、ユニット型個室と多床室との  
報酬設計のバランス、施設の経営状況等を踏まえた報酬水準を見直し。  

介護老人福祉施設の1人あたり費用頓の推移  

ス提供月  平成17年  

平成17年  

＼ 4～9月  5月   6月   7月   8月   9月   
10月  11月  

3月  

専用額   
）  323．2  284．6  285．4  280．1  288．9  281，1  290．1  290．4  282．0  290．8  281．6   

期比）   0．5％  －11．0％  －11．7％  －11．4％  －11．7％  －11．7％  －12．0％  －11．7％  －11．6％  －0．2％  －0．2％   
4月以降の1人あたり費用領は、地1或密書聖介護壱人福祉施設サービスを除く数値となっている，   

サービス  

1人あたり  
（1月平均  

（千円）  

（対前年同  

注）平成17年10月以降の費用領には、特定入所者介護サービス保険給付額を含む。  

＊介護給付費実憶調査（各月サービス提供分）   

介護老人保健施設の1人あたり費用額の推移  

ス提供月  平成17年  

平成17年  

＼・ 4～9月  5月   6月   7月   8月   9月   
10月  11月  

3月  

専用顎  
司   335．0  288．5   283．9  276．8  286．3  279．4  288．6  290．5  281．7  289．8  281．8   

嘲比）   0．2％  －13．5％  －15．3％  －14．8％  －15．1％  －15．2％  －15．6％  －15．3％  －15．4％  －12％  －12％   
10月以降の辛用矧こは、特定入所者介護サービス保険給付額を含む。   

＊介護給付費実態調査（各月サービス提供分）  

介護療養型医療施設の1人あたり費用額の推移  

こ提供月  平成17年  

平成17年  

＼・ 4～9月  5月   6月   7月   8月   9月   
10月  11月  

3月  

＼  
445．7   396．9  394．0  387．2  399，4  387．4  398．0  401．5  390．5  403．1  391．5   

靴ヒ）   0．6％   －9．9％   －11．6％  －10．8％  －11．1％  －11．9％  －12．2％  －11．9％  へ11．6％  －0．9％  －0．6。   
0月以降の費用言責には、特定入所壱介    窒サービス保険給付儲を含む。   

＊介護錆付章実態調査（各月サービス提供分）  

－13－   



A．介護老人福祉施設 （「介護報酬改定後の動向」39ページ参照）  

【加算等】  

重度化対応加算  

○ 算定割合は、63．8％（平成柑年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

入所者の重度化等に伴う医療ニーズの増大等に対応する観点力＼ら、看護師の配置  

と夜間における24時間連絡体制の確保、看取りに関する指針の策定などの一定の  

要件を満たす場合の加算を導入。  

看取り介護加算  

○ 算定割合は、0．1％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

重度化対応加算を算定している施設で、医師が終末期にあると判断した入所者に  

ついて、医師、看護師、介護職員等が共同して、本人又は家族等の同意を得ながら  

・看取り介護を行った場合に、死亡前30日を限度とした、死亡月の加算を導入。  

注）算定割合は、介護老人福祉施設サービス日数に対する加算の割合である。  

＊介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  
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B．介護老人保健施設 （け†護報酬改定後の動向」41ページ参照）  

【加算等】  

リハビリテーションマネジメント加算  

○ 算定割合は、74．0％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

多職種が協働して、個別のリハビリテーション実施計画を策定する等の一連のプ  

ロセスを実施した場合の加算を導入。  

短期集中リハビ1」テーション実施加算  

○ 算定割合は、3．0％（平成18年11月）。  
「‾－‾‾‾‾‾‾ ‾‾‾‾‾－‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾ ‾－‾‾‾‾‾、－－‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾、‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾、‾‾‾‾‾■‾‾‾－‾、－－‾▼‾■－－‾‾‾一－－一‾‾－－一一－‾‾   

【参考】報酬改定の概要  

個別かつ短期集中的なリハビリテーションを実施した場合の加算を導入。  

・l▲  ▲   ・  

● 

＼∵＼＼丁十丁  
◆リハビリ7‾一三ノヨニノヾイシメニノト〃しl弄  ■■  

注）算定割合は、介護老人保健施設サービス日数に対する各加算の割合である。  

＊介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  

ー15－   



C．介護療養型医療施設 （「介護報酬改定後の動向」43ページ参照）   

【加算等】  

リハビリテーションマネジメント加算  

○ 算定割合は、29．4％（平成18年11月）。  
－●‾－－－－－－、－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－一一－一一－－－→－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－一一－一一－－■■●－－■■－   

【参考】報酬改定の概要  

多職種が協働して、個別のt」ハビリテーション実施計画を策定する等の一連のプ  

ロセスを実施した場合の加算を導入。  

短期集中リハビリテーション実施加算  

○ 算定割合は、1．8％（平成柑年11月）。  
√■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾ ‾■‾‾‾、－－■‾‾‾－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－一一－－－－－－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿  

【参考】報酬改定の概要  

個別かつ短期集中的なt」ハビリテーションを実施した場合の加算を導入。  

」／ビ」関係加算の算定り△  
∞ 

● ● ；■  ●●  ● 

． ． ．． ． ； 

、   ‾▼▼－ ■・・・■・－・・■■■■■■■■■■■■■■‾一 － － ．  

◆」 ノ  ネ  カ算  ＋短期集中」       実施力  

注）算定割合は、介護療養施設サービス日数に対する各加算の割合である。  

＊介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  

ー16－   



Ⅳ 地域密着型サービスの動向  

A．夜間対応型訪問介護 （「介護報酬改定後の動向」46ページ参照）  

【受給者数及び費用額等】  

【参考】報酬改定の概要  

夜間において、①定期巡回の訪問介護サービス、②利用者の求めに応じた随時の  

訪問介護サービス、③利用者の通報に応じ調整・対応するオペレーションサービス    を組み合わせて提供するサ 

ービス類型を創設。  

＊介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  

ー1了－   



B．小規模多機能型居宅介護（介護予防含む）   

（「介護報酬改定後の動向」50ページ参照）   

【受給者数及び費用額等】  

【参考】報酬改定の概要  

住み慣れた自宅や地域において在宅生活を継続することを支える観点から、「通   い」を中心として 

、「訪問」や「泊まり」を細み合わせて提供するサービス類型を  

＊介護給付草葉態調査仲成18年度各月サービス提供分）  
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C．認知症対応型共同生活介護（介護予防含む）  

（「介護報酬改定後の動向」52ページ参照）  

【受給者数及び費用額等】  

…三≡‡芋蔓‡三≒芋‡三三二 
【加算等■】（介護給付のみ）  

医療連携体制加算  

○ 算定割合は、54．2％（平成18年11月）。   

【参考】報酬改定の概要  

看護師を1名以上確保し24時間連綿可能な体制としているとともに、健康管  
理ル医療連携体制を強化している場合の加算を導入。  

√  

■■■●  ●   

■●●  

・・・－   ・・       ◆三．言  

＊介護給付費実態調査（平成18年度各月サービス提供分）  

－19－   




